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令和３年度瑞穂市水道事業会計決算審査意見 

 

１ 審査の対象 

 

令和３年度瑞穂市水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

 

令和４年６月２９日から令和４年８月２３日まで 

ただし、貯蔵品の実地棚卸の立会いの手続は、令和４年３月３１日に実施した。 

 

３ 審査の方法 

 

審査に当たっては、決算書及び附属書類ともに諸帳簿との照合、計数の分析等のほか、

関係職員から説明を聴取し実施した。 

 

４ 審査の結果 

 

審査に付された決算書及び財務諸表は、前記の方法により審査した限りにおいて、い

ずれも地方公営企業関係法令に準拠して作成されたもので、経営成績及び財政状態が適

正に表示されているものと認められる。 

当年度の経営収支は、総収益547,806,681円に対し総費用452,963,651円で、差引き

94,843,030 円の純利益となった。前年度に比較すると 26,797,477 円（39.4％）増加し

ているが、これは主に費用である総係費、資産減耗費が減少したためである。 

当年度純利益に前年度繰越利益剰余金243,146円と建設改良積立金の使用によるその

他の未処分利益剰余金変動額 155,050,180 円を含め、当年度未処分利益剰余金は

250,136,356円となった。 

なお、収益率、構成比率、財務比率等各項目については、計数を対比させ、分析・検

討を加えた結果、その数値はおおむね良好であるものと認められた。 
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５ 審査の意見 

 

（１） 経理面について 

当年度の水道料金に係る不納欠損の額は、174,535円で、前年度に比較すると12,359

円（6.6％）減少した。今後も安定した経営を行っていくため、引き続き未収金の早期回

収に努め、適切な債権の管理を行っていただきたい。 

 

（２） 業務面について 

有収率については、83.1％で、前年度に比較すると0.6％減少した。有収率は、「施設

の稼動状態がそのまま収益につながっているか」を示す業務指標であり、水道事業の経

営に影響を及ぼすこととなる。当市の目標値の85.0％を1.9％下回ることから、当市の

目標値の達成に向けて、尽力していただきたい。 

 

（３） 今後の水道事業経営について 

瑞穂市水道事業ビジョン（以下、「水道事業ビジョン」という。）は、「安全で安定した

水をいつまでも」を基本理念に令和３年度から令和１２年度までの計画期間で策定がさ

れている。 

当年度の経常利益（当年度純利益）は94,843,030円となり、前年度と比較し26,797,477

円（39.4％）の増加となった。また、当年度の建設改良費（配水管拡張工事、水源地工

事など）の決算額は、389,834,610円となり、前年度と比較し72,095,250円（22.7％）の

増加となった。当市の水道事業経営は安定していると考えるが、建設改良費が水道事業

ビジョンでの年間目標値3.7億円を2,000万円ほど超過していた。 

今後も漏水防止対策、老朽化に伴う施設修繕・設備の更新、施設・管路の耐震化など

多額の費用が必要となり、昨今においては、物価の上昇も著しい。長期的な展望に立ち、

水道事業ビジョンに基づき、引き続き健全経営を進めていただきたい。 
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６ 事業の実績 

 

当年度の工事は、配水設備拡張工事が10件で事業費68,750,660円、配水設備改良工

事が8 件で事業費 298,040,600 円であった。消火栓設置工事にあっては 17 か所（拡張

11か所、改良6か所）に投資されている。そして、重要給水施設管路の耐震化の施工実

績は、牛牧北部防災コミュニティセンター361.8ｍとなっている。 

当年度末における瑞穂市の給水人口は48,510人であり、行政区域内人口55,508人に

対する普及率は87.4％で、前年度に比較すると0.3％増加した。 

当初予算における予定給水件数19,100件に対し、実績は19,198件で98件の増加、予

定年間有収水量5,097,000㎥に対し、5,083,932㎥で13,068㎥の減少となった。 

また、年間配水量は6,118,487㎥で、年間配水量に対する年間有収水量（有収率）は

83.1％となり、年間有収率は、前年度に比較すると0.6％の減少となっている。 

 

業務実績については、次表のとおりである。 
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前 年 度 前 年 度

比較増減 対比率 ％

行 政 区 域 内 人 口 人 55,508 55,242 266 0.5

年 度 末 給 水 人 口 人 48,510 48,090 420 0.9

年 度 末 給 水 件 数 件 19,198 18,727 471 2.5

普 及 率 ％ 87.4 87.1 0.3 0.3

年 間 配 水 量 ｍ³ 6,118,487 6,051,457 67,030 1.1

年 間 有 収 水 量 ｍ³ 5,083,932 5,062,295 21,637 0.4

1 か 月 平 均 配 水 量 ｍ³ 509,874 504,288 5,586 1.1

1 日 平 均 配 水 量 ｍ³ 16,763 16,579 184 1.1

1か月平均有収水量 ｍ³ 423,661 421,858 1,803 0.4

1 日 平 均 有 収 水 量 ｍ³ 13,929 13,869 59.3 0.4

年 間 有 収 率 ％ 83.1 83.7 △ 0.6 △ 0.7

業 　務 　実 　績 　比 　較 　表

（令和4年3月31日現在）

項   　   目 単 位 令和3年度 令和2年度
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７ 予算執行状況 

 

当年度における予算執行結果は、別表１に示すとおりである。 

 

（１） 収益的収入及び支出について 

収益的収入の決算額596,176,221 円は、予算額591,400,000 円に対して100.8％の収

入となっている。決算額の収入構成比率は、営業収益が92.6％（551,811,048円）でそ

の大半を占めており、その他は、営業外収益が7.4％（44,365,173円）であった。 

次に、収益的支出の決算額470,942,086円は、予算額484,322,000円に対して97.2％

の執行率で、13,379,914円の不用額が生じている。その要因は、営業費用8,880,043円

などによるものであり、主な内訳は、修繕費5,571,198円である。 

 

（２） 資本的収入及び支出について 

資本的収入の決算額81,607,152 円は、予算額72,857,000 円に対して112.0％の収入

となっており、前年度に比較すると4,166,521円（5.4％）増加している。その要因は、

負担金が4,492,829円、工事負担金が3,253,650円それぞれ減少したものの、加入金が

11,913,000円増加したためである。決算額の収入構成比率は、出資金12.3％（10,000,000

円）、負担金22.0％（17,993,152円）、加入金65.7％（53,614,000円）と、当年度も加

入金の構成比率が高い。 

次に、資本的支出の決算額452,945,809円は、予算額465,983,000円に対して97.2％

の執行率で、13,037,191円の不用額が生じている。その要因は、建設改良費などによる

ものであり、主な内訳は、工事請負費12,843,740円、工具、器具及び備品購入費192,150

円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額371,338,657円は、当年度分損益勘

定留保資金、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び建設改良積立金で補

填している。 
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８ 経営成績 

 

当年度における損益計算書の内容は、別表２に示すとおりである。 

 

経営成績は、総収益547,806,681円に対して総費用452,963,651円で、差引き94,843,030

円の純利益となっており、前年度に比較すると26,797,477円（39.4％）増加してい

る。 

その要因は、給水収益や雑収益等の増加に伴い収益が5,128,641円（0.9％）

増加し、総係費等の減少に伴い費用が21,668,836円（4.6％）減少したためである。 

当年度未処分利益剰余金は250,136,356円となっており、内訳は、当年度純利益

94,843,030円、前年度繰越利益剰余金243,146円及び建設改良積立金の使用によるその他

の未処分利益剰余金変動額155,050,180円である。 

 

（１） 収益について 

営業収益は 502,028,168 円で、総収益の 91.6％を占めており、前年度に比較すると

3,438,574円（0.7％）増加している。 

その主な要因は、総収益の 90.9％を占める給水収益が 2,808,550 円（0.6％）増加し

たためである。 

 

なお、水道料金収入及び給水人口は、次表のとおりである。 

 

平成29年度 463,492,650 円 101.3 ％ 46,380 人 100.7 ％

平成30年度 468,793,740 円 101.1 ％ 46,870 人 101.1 ％

平成31年度 479,540,280 円 102.3 ％ 47,810 人 102.0 ％

令 和 2 年 度 495,020,250 円 103.2 ％ 48,090 人 100.6 ％

令 和 3 年 度 497,828,800 円 100.6 ％ 48,510 人 100.9 ％

給 水 人 口 前年度比年　 　度 水道料金収入 前年度比

 

 

営業外収益は45,778,513円で総収益の8.4％に当たり、前年度に比較すると1,690,067

円（3.8％）増加している。 

その主な要因は、雑収益が5,395,483円（200.2％）増加したためである。 

 

（２） 費用について 

営業費用は 443,305,858 円で総費用の 97.9％を占めており、前年度に比較すると

19,977,559円（4.3％）減少している。その主な要因は、総係費が11,126,582円（51.7％）、

資産減耗費が6,470,588円（51.6％）とそれぞれ減少したためである。 

営業外費用は 9,657,793 円で総費用の 2.1％を占めており、前年度に比較すると
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1,691,277円（14.9％）減少している。 

その要因は、支払利息及び企業債取扱諸費が1,662,607円（14.7％）、雑支出が28,670

円（73.5％）とそれぞれ減少したためである。 

 

次に、最近５か年の水道事業の経済性を評定する収益率は、次表のとおりである。 

 

年  度 

区  分 
平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 

総収益対総費用比率 114.7％ 111.9％ 117.1％ 114.3％ 120.9％ 

営業収益対営業費用比率 110.2％ 107.3％ 111.0％ 107.6％ 113.2％ 

 

総収益対総費用比率は、収益と費用の相対的な関連を示すもので、当年度は 120.9％

であり、前年度に比較すると6.6％増加している。 

また、営業収益対営業費用比率は、業務活動によってもたらされた収益と、それに要

した費用とを対比して業務活動の能率を示すものであり、これによって経営活動の成果

が判断されるもので、当年度は113.2％であり、前年度に比較すると5.6％増加している。 

 

   １㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。 

 

※ 供給単価 ＝ 給水収益÷有収水量 
※ 給水原価 ＝ (経常費用－受託工事費－附帯工事費－材料及び不用品売却原価－長期前受金 

           戻入)÷有収水量 

 

供給単価は、有収水量１㎥当たりにどれだけ収入を得ているかを表し、給水原価は、

有収水量１㎥当たりにどれだけ費用がかかっているかを表す。 

前年度に比較すると供給単価は0.13円増加、給水原価は4.47円減少したため、供給

単価と給水原価の差額は、4.60円拡大して16.18円となった。 

 

（３） 施設の利用状況について 

当事業における施設利用状況を示す指標は、次表のとおりである。 

なお、令和２年度の類似団体の値は、水道事業経営指標（総務省ウェブサイト）から

の引用であり、給水人口３万人以上５万人未満の自治体で、水源別区分がその他の団体

の平均値である。 

年  度 

区 分 
平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 

供 給 単 価 97.97円 98.06円 98.30円 97.79円 97.92円 

給 水 原 価 85.85円 88.19円 83.97円 86.21円 81.74円 

差 額 12.12円 9.87円 14.33円 11.58円 16.18円 
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区  分 

年  度 
有 収 率 施設利用率 施設最大稼働率 負 荷 率 

平成２９年度 77.2％ 69.1％ 72.9％ 94.8％ 

平成３０年度 77.6％ 69.4％ 76.6％ 90.6％ 

平成３１年度 80.1％ 67.7％ 72.3％ 93.7％ 

令和２年度 83.7％ 67.5％ 76.6％ 88.1％ 

令和３年度 83.1％ 68.3％ 77.7％ 87.9％ 

類似団体平均 

(令和２年度) 
82.9％ 59.0％ 74.1％ 82.9％ 

※ 有  収  率 ＝ 年間総有収水量÷年間総配水量×100 
  施 設 利 用 率 ＝ １日平均配水量÷１日配水能力(24,560㎥/日)×100 
  施設最大稼働率 ＝ １日最大配水量÷１日配水能力(24,560㎥/日)×100 
  負  荷  率 ＝ １日平均配水量÷１日最大配水量×100 

                    注）平成30年度以前は、1日配水能力(24,300㎥/日)  

 

有収率は、「施設の稼動状態がそのまま収益につながっているか」を示す業務指標であ

り、平成29年度以降の推移は、次表のとおりである。 

 

 

有収率の値は高いほど良いとされており、当年度は、前年度に比較すると 0.6％減少

し、83.1％となった。 

施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合を示すもので、施設の利

用状況を総合的に判断する上で重要な指標である。施設利用率は飽くまでも平均利用率
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であるから、水道事業のように季節によって需要変動のある事業については、施設最大

稼働率、負荷率と併せて施設規模を見ることが大切である。 

当市における施設利用率は、前年度に比較すると0.8％増加、負荷率では、0.2％減少

している。類似団体との比較では、施設利用率が8.5％、施設最大稼働率が2.5％、負荷

率が5.2％高くなっているが、大きな差はなく問題はないものといえる。 
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９ 財政状態 

 

当年度における貸借対照表の内容は、別表３に示すとおりである。 

 

（１） 資産について 

資産総額は7,581,262,415円で、前年度に比較すると200,401,624円（2.7％）増加し

ている。 

資産を大別すると、固定資産は6,319,846,074円で全資産の83.4％を占めており、前

年度に比較すると160,878,441円（2.6％）増加している。その主な要因は、機械及び装

置が130,386,845円（25.2％）、構築物が24,242,003円（0.5％）、建設仮勘定が15,243,000

円（285.9％）とそれぞれ増加したためである。 

流動資産は 1,261,416,341 円で全資産の 16.6％を占めており、前年度に比較すると

39,523,183円（3.2％）増加している。その主な要因は、現金預金が42,597,608円（3.8％）

増加したためである。 

 

（２） 負債について 

負債総額は1,500,880,185円で、前年度に比較すると46,818,594円（3.2％）増加し

ている。 

負債を大別すると、固定負債は311,447,677円で全負債の20.7％を占めており、前年

度に比較すると64,824,575円（17.2％）減少している。その要因は、１年以内に償還期

限の到来する建設改良費等の財源に充てるために起こした企業債を、流動負債の部へ移

行したためである。 

流動負債は、273,997,441 円で全負債の 18.3％を占めており、前年度に比較すると

102,840,709 円（60.1％）増加している。その主な要因は、未払金が 101,056,580 円

（110.4％）増加したためである。 

繰延収益は、915,435,037円で全負債の61.0％を占めており、前年度に比較すると

8,802,460円（1.0％）増加している。 

 

（３） 資本について 

資本総額は6,080,382,230円で、前年度に比較すると153,583,030円（2.6％）増加し

ている。 

資本金の総額は3,607,383,439円で、前年度に比較すると90,422,398円（2.6％）増

加しているが、その要因は、前年度未処分利益剰余金の自己資本金への組入80,422,398

円、瑞穂市一般会計からの出資金10,000,000円によるものである。 

剰余金の総額は2,472,998,791円で、前年度に比較すると63,160,632円（2.6％）増

加しており、その内訳は、資本剰余金が48,740,000円（3.8％）、利益剰余金が14,420,632

円（1.3％）とそれぞれ増加したためである。 
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（４） 構成比率及び財務比率について 

当年度における水道事業会計の財務状態を分析すると、次表のとおりである。 

 

イ 構成比率 

       年  度 

区  分 
平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 

固定資産構成比率 80.7％ 82.0％ 82.3％ 83.4％ 83.4％ 

自己資本構成比率 90.0％ 91.0％ 90.8％ 92.6％ 92.3％ 
※ 固定資産構成比率 ＝ 固定資産÷(固定資産＋流動資産＋繰延勘定)×100 
※ 自己資本構成比率 ＝ (資本金＋剰余金＋繰延収益)÷負債資本合計×100 

 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、この比率

が高いほど資産が固定化の傾向にあるとされる。前年度と比較し、同率で83.4％であっ

た。 

また、自己資本構成比率は、総資本の中で自己資本が占める割合であり、この比率が

高いほど自己資本が資本として固定化することにより経営が安定化することになる。前

年度に比較すると0.3％減少している。 

 

ロ 財務比率 

年  度 

区  分 
平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 

固  定  比  率 89.7％ 90.1％ 90.6％ 90.1％ 90.3％ 

流  動  比  率 815.3％ 802.3％ 549.4％ 713.9％ 460.4％ 

酸 性 試 験 比 率 

（当座比率） 
811.7％ 798.3％ 546.5％ 709.5％ 458.0％ 

現  金  比  率 761.0％ 741.8％ 507.0％ 653.7％ 423.9％ 
※固定比率 ＝ 固定資産÷(資本金＋剰余金＋繰延収益)×100  
※流動比率 ＝ 流動資産÷流動負債×100 
※酸性試験比率(当座比率) ＝ (現金預金＋未収金)÷流動負債×100 
※現金比率 ＝ 現金預金÷流動負債×100 

 

固定比率は、自己資本に対する固定資産の比率であって、100％以下であれば良いとさ

れており、範囲内である。 

 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の比率で、短期債務に応ずべき流動資産の割

合を、酸性試験比率は、流動比率よりさらに厳しく支払能力をみる比率で、流動資産の

うち、現金預金及び現金化しうる未収金と短期債務の流動負債との割合を、現金比率は、

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率である。 

流動比率は 200％、酸性試験比率は 100％、現金比率は 20％以上であれば良いとされ

ているが、いずれの比率からも短期債務の支払に十分な流動資産を有しているといえる。 
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１０ キャッシュ･フロー計算書 

 

当市におけるキャッシュ･フロー計算書の概要は、次に示すとおりである。 

 

 （単位：円） 

業務活動によるキャッシュ・フロー 384,952,305 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 289,243,498 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 53,111,199 

資金増加額 42,597,608 

資金期首残高 1,118,870,253 

資金期末残高 1,161,467,861 

 

当市では、業務活動によるキャッシュ・フローがプラス、投資活動によるキャッシュ・

フローがマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスであり、一般的にバ

ランスが良いとされる形になっている。 

流動負債の返済能力を示す指標に、業務活動によるキャッシュ・フロー対流動負債比

率がある。業務活動によるキャッシュ・フロー（384,952,305円）を流動負債（273,997,471

円）で除した割合で、当市では 140.5％となる。その数値が大きいほど、支払能力が高

いことを示す指標であり、前年度に比較すると29.7％増加しており、財務比率による分

析結果と同様、短期的な支払能力に問題はないものといえる。 
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決 算 資 料 

 

 

別表１  令和３年度 

瑞穂市水道事業会計予算・決算対照表 

 

別表２  令和３年度・令和２年度 

  瑞穂市水道事業会計比較損益計算書 

 

別表３  令和３年度・令和２年度 

  瑞穂市水道事業会計比較貸借対照表 
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　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比べ決算額の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

591,400,000 100.0 596,176,221 100.0 4,776,221 100.8

営 業 収 益 549,712,000 93.0 551,811,048 92.6 2,099,048 100.4

営業外収益 41,688,000 7.0 44,365,173 7.4 2,677,173 106.4

　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比べ決算額の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

72,857,000 100.0 81,607,152 100.0 8,750,152 112.0

出 資 金 10,000,000 13.7 10,000,000 12.3 0 100.0

負 担 金 17,746,000 24.4 17,993,152 22.0 247,152 101.4

加 入 金 45,111,000 61.9 53,614,000 65.7 8,503,000 118.8

資 本 的 収 入

資 本 的 収 入

別表１

令 和 ３ 年 度 瑞 穂 市 水 道

収 益 的 収 入

水道事業収益
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　　区　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 繰越額 不 用 額 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

484,322,000 100.0 470,942,086 100.0 0 13,379,914 97.2

営 業 費 用 466,647,000 96.4 457,766,957 97.2 0 8,880,043 98.1

営業外費用 14,675,000 3.0 13,175,129 2.8 0 1,499,871 89.8

予 備 費 3,000,000 0.6 0 0.0 0 3,000,000 0.0

区　　　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比
翌年度
繰越額

不 用 額 予 算 額 に

　科　　　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

465,983,000 100.0 452,945,809 100.0 0 13,037,191 97.2

建設改良費 402,871,000 86.5   389,834,610 86.1 0 13,036,390 96.8

企 業 債
償 還 金

63,112,000 13.5   63,111,199 13.9 0 801 100.0

資 本 的 支 出

資 本 的 支 出

事 業 会 計 予 算 ・ 決 算 対 照 表

収 益 的 支 出

水道事業費用
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別表２

区　　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

443,305,858 97.9 463,283,417 97.6 △ 19,977,559 △ 4.3

原 水 及 び 浄 水 費 7,490,680 1.7 7,445,071 1.6 45,609 0.6

配 水 及 び 給 水 費 202,089,689 44.6 203,636,407 42.9 △ 1,546,718 △ 0.8

総 係 費 10,407,480 2.3 21,534,062 4.5 △ 11,126,582 △ 51.7

減 価 償 却 費 217,260,069 48.0 218,139,349 46.0 △ 879,280 △ 0.4

資 産 減 耗 費 6,057,940 1.3 12,528,528 2.6 △ 6,470,588 △ 51.6

9,657,793 2.1 11,349,070 2.4 △ 1,691,277 △ 14.9

支 払 利 息
及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

9,647,433 2.1 11,310,040 2.4 △ 1,662,607 △ 14.7

雑 支 出 10,360 0.0 39,030 0.0 △ 28,670 △ 73.5

452,963,651 100.0 474,632,487 100.0 △ 21,668,836 △ 4.6

94,843,030 - 68,045,553 - 26,797,477 39.4

243,146 - 197,593 - 45,553 23.1

155,050,180 - 80,422,398 - 74,627,782 92.8

250,136,356 - 148,665,544 - 101,470,812 68.3

令 和 ３ 年 度
瑞 穂 市 水 道 事

令 和 ２ 年 度

費　　　　用　　　　の　　　　部

営 業 費 用

令和３年度 令和２年度
比較増減

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 の 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

　計

当 年 度 純 利 益

- 16 -



区　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

502,028,168 91.6 498,589,594 91.9 3,438,574 0.7

給 水 収 益 497,828,800 90.9 495,020,250 91.2 2,808,550 0.6

負 担 金 3,452,548 0.6 2,695,224 0.5 757,324 28.1

そ の 他 の 営 業 収 益 746,820 0.1 874,120 0.2 △ 127,300 △ 14.6

45,778,513 8.4 44,088,446 8.1 1,690,067 3.8

受取利息及び配当金 21,748 0.0 145,835 0.0 △ 124,087 △ 85.1

他 会 計 補 助 金 255,235 0.1 3,040,501 0.6 △ 2,785,266 △ 91.6

長 期 前 受 金 戻 入 37,410,492 6.8 38,206,555 7.0 △ 796,063 △ 2.1

雑 収 益 8,091,038 1.5 2,695,555 0.5 5,395,483 200.2

547,806,681 100.0 542,678,040 100.0 5,128,641 0.9

- - - - - -

547,806,681 - 542,678,040 - 5,128,641 0.9

業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

収　　　益　　　の　　　部
令和２年度

比較増減

営 業 収 益

令和３年度

合　　　　　計

営 業 外 収 益

計

当 年 度 純 損 失
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別表３

前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

　固　定　資　産 6,319,846,074 83.4 6,158,967,633 83.4 160,878,441 2.6

　　有 形 固 定 資 産 6,316,142,465 83.3 6,155,094,394 83.4 161,048,071 2.6

土 地 360,270,829 4.8 360,270,829 4.9 0 0.0

立 木 1,115,000 0.0 1,115,000 0.0 0 0.0

建 物 272,576,177 3.6 280,721,798 3.8 △ 8,145,621 △ 2.9

構 築 物 5,012,369,206 66.1 4,988,127,203 67.6 24,242,003 0.5

機 械 及 び 装 置 647,593,464 8.5 517,206,619 7.0 130,386,845 25.2

車 両 運 搬 具 143,649 0.0 322,785 0.0 △ 179,136 △ 55.5

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,499,140 0.0 1,998,160 0.0 △ 499,020 △ 25.0

建 設 仮 勘 定 20,575,000 0.3 5,332,000 0.1 15,243,000 285.9

3,703,609 0.1 3,873,239 0.0 △ 169,630 △ 4.4

施 設 利 用 権 3,475,209 0.1 3,644,839 0.0 △ 169,630 △ 4.7

電 話 加 入 権 228,400 0.0 228,400 0.0 0 0.0

　流　動　資　産 1,261,416,341 16.6 1,221,893,158 16.6 39,523,183 3.2

現 金 預 金 1,161,467,861 15.3 1,118,870,253 15.2 42,597,608 3.8

未 収 金 93,334,473 1.2 95,412,771 1.3 △ 2,078,298 △ 2.2

貸 倒 引 当 金 △ 415,679 0.0 △ 390,214 0.0 △ 25,465 6.5

貯 蔵 品 7,029,686 0.1 8,000,348 0.1 △ 970,662 △ 12.1

7,581,262,415 100.0 7,380,860,791 100.0 200,401,624 2.7

　　無 形 固 定 資 産

合        計

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和３年度 令和２年度
比較増減

令 和 ３ 年 度
瑞 穂 市 水 道 事

令 和 ２ 年 度

資　産　の　部
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前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

 固　定　負　債 311,447,677 4.1 376,272,252 5.1 △ 64,824,575 △ 17.2

　　　企　　業　　債 293,947,677 3.9 358,772,252 4.9 △ 64,824,575 △ 18.1

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

293,947,677 3.9 358,772,252 4.9 △ 64,824,575 △ 18.1

　　　引　　当　　金 17,500,000 0.2 17,500,000 0.2 0 0.0

　　　   その他引当金 17,500,000 0.2 17,500,000 0.2 0 0.0

 流　動　負　債 273,997,471 3.6 171,156,762 2.3 102,840,709 60.1

　　　企　　業　　債 64,824,575 0.8 63,111,199 0.8 1,713,376 2.7

　　　未　　払　　金 192,570,996 2.5 91,514,416 1.2 101,056,580 110.4

　　　引　　当　　金 4,493,000 0.1 4,516,000 0.1 △ 23,000 △ 0.5

　　　その他流動負債 12,108,900 0.2 12,015,147 0.2 93,753 0.8

 繰　延　収　益 915,435,037 12.1 906,632,577 12.3 8,802,460 1.0

　　　長　期　前　受　金 915,435,037 12.1 906,632,577 12.3 8,802,460 1.0

 資　　本　　金 3,607,383,439 47.6 3,516,961,041 47.6 90,422,398 2.6

　　　資　　本　　金 3,607,383,439 47.6 3,516,961,041 47.6 90,422,398 2.6

 剰　　余　　金 2,472,998,791 32.6 2,409,838,159 32.7 63,160,632 2.6

　　　資　本　剰　余　金 1,322,984,635 17.4 1,274,244,635 17.3 48,740,000 3.8

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,322,984,635 17.4 1,274,244,635 17.3 48,740,000 3.8

　　　利　益　剰　余　金 1,150,014,156 15.2 1,135,593,524 15.4 14,420,632 1.3

減 債 積 立 金 136,000,000 1.8 130,000,000 1.8 6,000,000 4.6

建 設 改 良 積 立 金 763,877,800 10.1 856,927,980 11.6 △ 93,050,180 △ 10.9

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金 250,136,356 3.3 148,665,544 2.0 101,470,812 68.3

7,581,262,415 100.0 7,380,860,791 100.0 200,401,624 2.7合        計

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和３年度 令和２年度
比較増減

業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

負　債　・　資　本　の　部
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